エネルギー価格・物価高騰対策支援金給付要綱

（目的）
第１条　この要綱は、エネルギー価格及び物価の高騰等により、仕入価格や経費が上昇し、利益が減少している市内の中小企業者等に対し、支援金を給付することで、事業継続及び経営の安定化を図ることを目的とする。
（給付対象者）
第２条　この要綱において給付対象となる事業者は、一次産業事業者を除く次の第１号又は第２号に該当する者で、第３号から第７号の要件を全て満たす者（以下「事業者等」という。）とする。
(1)　 中小企業基本法（昭和３８年法律第１５４号）第２条第１項に規定する中小企業者（個人事業主を含む。）、同法第２条第５項に規定する小規模企業者又は中小企業団体の組織に関する法律（昭和３２年法律第１８５号）第３条第１項に規定する中小企業団体であって、常時使用する従業員の数が中小企業者の基準に準じる事業者であること。
(2)　一般社団法人及び一般財団法人に関する法律（平成１８年法律第４８号）及び公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律（平成１８年法律第４９号）に規定する社団法人及び財団法人又は特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）に規定する特定非営利活動法人であること。ただし、常時使用する従業員の数は業種により前号に規定する中小企業者の基準に準ずる。
[bookmark: _Hlk63950970](3)　 萩市内に本店又は主たる事業所があり、令和８年３月以前から現に事業活動を行っており、今後も経営を継続する意思のある次に掲げる事業者等であること。
	法人
	萩市に対して開設届の提出があり、法人市民税が課税されている。
ただし、本社が市外であっても、市内に自己所有又は賃貸により主たる事業所等を開設し、継続的に経済活動、営業活動を行っており、その事業所等に萩市在住の従業員を１年以上継続して雇用している場合は対象とする。

	個人
	代表者が市内に住み、住民登録をしており、個人市民税が課税されている。
ただし、市外在住者であっても、市内に自己所有又は賃貸により主たる事業所等を開設し、継続的に経済活動、営業活動を行っており、その事業所等に萩市在住の従業員を１年以上継続して雇用している場合は対象とする。



[bookmark: _Hlk95401375](4)　令和８年４月から令和８年６月の３か月（以下「対象期間」という。）の売上金額に対する、売上金額から別表１に掲げる影響対象経費を差し引いた額（以下「売上利益額」という。）の割合（以下「利益率」という。）が、前年度の対象期間と同期間（以下「基準期間」という。）の利益率と比較して５％以上減少していること。ただし、基準期間の売上金額及び売上利益額が算出できない場合は、令和８年４月より前の直近決算売上に対する利益率とする。
[bookmark: _Hlk104814738](5)　市税等を滞納していないこと。ただし、特に市長が認める場合はこの限りでない。
(6)　業種については、山口県信用保証協会の保証の対象となる業種であること。
(7)　法人にあっては当該法人又はその代表者若しくは役員が、個人にあっては本人又はその者と現に同居し、若しくは扶養する親族が暴力、威力、詐欺的手法等を駆使して経済的利益を追求する集団又は個人である暴力団等の反社会的勢力（暴力団、暴力団関係企業、総会屋等）でないこと。
２　前項の規定にかかわらず、市長が特に必要と認める事業者等は、給付対象とすることができる。
（支援金額）
第３条　支援金の金額は、対象期間の売上利益額と基準期間の売上利益額とを比較して、減少した額を支給するものとし、１事業者につき上限額を別表２のとおりとする。ただし、基準期間の売上利益額が算出できない場合は、令和８年４月より前の直近決算売上利益額の１２分の３に相当する額を基準期間の売上利益額とみなして算定する。
２　新規創業者などで基準期間が３か月未満の場合には、令和８年４月より前の売上利益額の月の平均を算定し、3を乗じた額から対象期間の売上利益額を減じた額により算定する。
３　前２項の規定により算出した支援金の額に１，０００円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとする。
（支援金の給付申請）
第４条　支援金の給付を受けようとする者（以下「申請者」という。)は、エネルギー価格・物価高騰対策支援金給付申請書（別記第１号様式。以下「申請書」という。）、又は、専用の電子申請フォームで、次に掲げる書類を添付して市長に提出するものとする。
(1)　第２条第１項第４号及び前条に係る売上高や仕入及び対象経費の状況が分かる書類
(2)　その他市長が必要と認める書類
[bookmark: j9][bookmark: j9_k1]２　申請期限は別に市長が定めるものとする。
（支援金の額の決定及び給付の決定）
第５条　市長は、申請者から前条の規定による申請があったときは、その内容を審査し、予算の範囲内において支援金を給付することが適当であると認めるときは、エネルギー価格・物価高騰対策支援金給付決定通知書（別記第２号様式。以下「決定通知書」という。）により、また適当でないと認めるときは、エネルギー価格・物価高騰対策支援金不給付決定通知書（別記第３号様式）により、申請者に通知するものとする。
２　市長は、前項の規定により支援金の給付を決定したときは、速やかに支援金を給付するものとする。
[bookmark: j10][bookmark: j10_k1]（取消し及び返還）
第６条　市長は、申請者が次の各号のいずれかに該当するときは、支援金の給付決定を取り消すことができる。
(1)　この要綱に違反したとき。
(2)　支援金の給付申請等に偽りその他の不正行為があったとき。
(3)　前各号に掲げる場合のほか市長が不適当と認めたとき。
[bookmark: j10_k1_g1][bookmark: j11][bookmark: j11_k1]２　市長は、前項の規定により支援金の給付決定を取り消した場合、支援金の給付を停止し、又は既に給付した支援金の全部若しくは一部を返還させることができる。
（変更の届出）
第７条　支援金の給付の決定を受けた者は、当該決定に係る申請内容に変更が生じたときは、遅滞なく、エネルギー価格・物価高騰対策支援金給付変更届（別記第４号様式）に変更内容の確認できる書類等を添付して市長に届け出なければならない。
（状況の調査）
第８条　市長は、支援金の給付後３年間を目途に必要に応じて事業者等に事業の状況報告を求めることができる。
（その他）
第９条　この要綱に定めるもののほか、この要綱の施行について必要な事項は、市長が定める。
[bookmark: f1]
[bookmark: y1]附　則
　この要綱は、令和８年７月３日から施行する。
別表１　影響対象経費
　事業で使用するエネルギー価格・物価高騰の影響を受けた下記の経費
	費目及び勘定科目
	経費の内容

	仕入れ資金
	商品など

	荷造運賃費
	運送代など

	水道光熱費
	ガス料金、水道料金、電気料金、石油代や灯油代など

	消耗品費
	包装紙代など

	車両費
	燃料など




別表２　支援金の上限額
	利益率の減少度合
	申告済の直近の売上高

	
	１億円以下
	１億円超

	５％以上
	１０万円
	２０万円
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